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旅客数 座席利用率 保有機材 社員数 市場シェア ネットワーク
万人 ％ 機材 機 人 国内 国際 計 航路 目的地 国 単独航路 ハブ数
マレーシア 2,210 79 A320 81 6,300 47 46 46 99 65 15 50 5
タイ 1,220 80 A320 43 3,500 14 30 19 51 41 11 8 4
インドネシア 790 78 A320 29 2,100 5 26 11 37 20 5 12 5
フィリピン 300 70 A320 15 1,000 10 6 8 16 12 4 1 3
インド 35 80 A320 4 540 1 2 1 7 6 1 1 1
エアアジア X 450 82 A3300-300 26 2,900 n.a. n.a. n.a. 25 19 11 n.a. 3
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進められるのは、航空輸送産業が「貿易という観点に依らない国際ルール」をすでに形成していたからである（参考文献②） 。航空輸送産業では、一九四四年に締結された国際民間航空条約（シカゴ条約）および一九四六年に米英間で締結さ 二国間航空協定であるバミューダ協定を規範として構築されてきた「シカゴ＝バミューダ体制」が実質的な国際ルール されている。この体制下では、通常、二国間航空協定によって航空会社、路線、輸送権の範囲、輸送力、運賃などを規定すること際航空輸送が可能になる。航空自由化は、二国間あるいは多国間交渉により、この規定の一部または全部を撤廃することであり、そ
の結果として、競争環境の改善を通じた運賃の低減、便数・輸送力の増加、サービスの改善などによって利用者 便益が向上することが期待される（参考文献③） 。　
輸送権は、領空通過権（第一の




人口 １人あたり GDP 国際線 国内線 ASEAN 域内 ASEAN 域外
100万人 米ドル 2005 2014 倍率 2005 2014 倍率 2005 2013 倍率 2005 2013 倍率
シンガポール 5.4 55,980 82,904 120,557 1.45 0 0 n.a. 3,341 6,115 1.83 5,601 9,453 1.69 
マレーシア 29.9 10,457 42,416 78,138 1.84 7,162 18,422 2.57 12,985 19,106 1.47 3,446 6,610 1.92 
タイ 68.3 5,670 47,385 64,058 1.35 3,424 14,981 4.38 3,100 7,410 2.39 8,417 19,136 2.27 
インドネシア 248.0 3,680 7,589 24,922 3.28 20,654 66,239 3.21 2,038 3,516 1.73 2,964 5,286 1.78 
フィリピン 97.5 2,791 14,022 32,021 2.28 3,101 11,989 3.87 179 422 2.36 2,444 4,259 1.74 
ベトナム 89.7 1,902 6,878 18,835 2.74 2,341 12,941 5.53 470 1,440 3.06 2,998 6,132 2.05 
ブルネイ 0.4 39,659 3,762 3,695 0.98 0 0 n.a. 76 123 1.61 51 102 2.00 
ミャンマー 51.0 1,113 1,116 904 0.81 332 489 1.47 52 219 4.21 609 681 1.12 
ラオス 6.8 1,594 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 794 3,041 3.83 301 738 2.45 
カンボジア 15.1 1,018 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 220 1,832 8.33 1,202 2,379 1.98 
ASEAN8カ国計 206,072 343,130 1.67 37,014 125,061 3.38 23,254 43,224 1.86 28,033 54,777 1.95 
米国 316.7 52,939 337,354 429,967 1.27 907,340 957,836 1.06 
日本 127.3 38,633 82,227 71,949 0.88 71,062 86,144 1.21 
中国 1,360.7 6,959 44,603 129,495 2.90 157,358 501,328 3.19 
ICAO 加盟国計 2,314,238 3,838,791 1.66 1,599,375 2,305,719 1.44 
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署名されており、二〇一五年六月までに、インドネシアを除く既批准九カ国の間で発効している（参考文献④） 。ＭＡＡＳも、本協定および六本の附属文書ともに 同じく第一四回ＡＴＭで合意、署名されて り、二〇一五年六月までに、未批准であるフィリピンの第五、第六附属文書以外は、既批准国・附属文書に関しては発効済みである。ＭＡＦＬＰＡＳは、本協定、二本の ともに、二〇一〇年一一月の第一 回ＡＴＭにおいて合意、署名され、二〇一五年六月までに インドネシアとラオスを除く既批准八カ国間で発効している。 「ＡＳＥＡＮマイナスＸ」方式を採用すること 、ＲＩＡＴＳ協定はすべて発効しており、航空自由化はＡＥＣの成功事例のひとつと評価されるが、一部加盟国では批准が遅れている。　
そのひとつが、面積、人口、経
済規模のいずれにおいても ＳＥＡＮ最大のインドネシアである。インドネシアは世界最大の島嶼国でもあり、その地理的特性ゆえに










やイギリスのイージージェットなどのＬＣＣの隆盛をもたらした（参考文献⑦） 。本社が欧州域内に存在する限り、欧州域内で自由に航路ネットワークを拡張することが可能になり、規模やネットワークの経済性を発揮しやすい市場環境が整備されたためである。ＡＳＥＡＮにおいては、航空自由化の範囲が第五の自由までに限定されているうえ、ＡＳＥＡＮ域内企業であっても航空輸送産業で 過半の外資出資が認められな という制約も残され いた。　
このような状況下で、エアアジ
ア社は過半出資にこだわらない形で周辺国に合弁会社を設立して、エアアジア・グループ全体としてＡＳＥＡＮ全域 航路ネットワークを張り巡らせるという戦略を採った。合弁会社への出資の多くは、エアアジアの一〇〇％子会社であるエアアジア・インベストメント社を通じて行われる。エアアジアの実質的な保有比率は、タイで四五％、インドネシ で四八・九％、フィリピンで三九・九％である（参考文献①） 。各国の国際線のシェアは、マレーシアで四六％、タイで三〇％、インドネシアで二六％となっており、大きな存在感を
示すにいたっている。　
ＡＳＥＡＮの航空自由化は、前
進してはいるものの、多くの制約が残されているうえ、その進捗も遅れがちである。そのなかで、エアアジアは、自国政府 働きかけながら政策環境が整うまで待つではなく、不確実性を認識しながらも、ＡＥＣ構築というビジョンと域内交流の活発化、ＡＳＥＡＮ諸国における中間所得層の拡大といった大きな流れに乗ることを選択したのである。その結果は、エアアジアはグループ全体として、疑似的に第七～第九の自由を行使することが可能になった。すなわち、エアアジ は、ＡＳＥＡＮが描いたＡＥＣのビ ョンをすでに超越しているということもできる。　
二〇一五年八月のＡＥＭ議長声
明によると、ＡＥＣブループリントで規定された取り組みのうち九一・五％が実施済みであり、年内に九五％の実施を目指すとのこである。ＡＳＥＡＮにおける様々な検討や利害調整の結果として公表されるこれらの数値は、二〇一五年以降もＡＥＣが未完であり続けることを示唆している。エアアジアの果敢な戦略は、このような、いわゆるＡＳＥＡＮ的な政策環境
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